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研究成果の概要（和文）：本研究は、英国におけるBSEに関する新聞報道の推移を計量的に分析した。新聞報道
は、BSE関連の所要な出来事に応じて増加し、初期には発生そのものやその健康リスクが、その後は農畜産業や
貿易などへの影響など経済的側面に焦点があった。新聞記事における政策議論でも、BSE対策は食の安全と安心
を確保することを公衆衛生上の目的としながら、経済など他の政策目的の達成とのバランスや、健康リスクの
「合理的」受容が論じられ、安全・安心を（過度に）求める施策を支持しない意見が目立った。マスメディア報
道の分析は、社会的な関心や利害を理解するのに役立ち、戦略的対応を画するのに有用な手段となり得ると考え
られた。

研究成果の概要（英文）：After the discovery of Bovine spongiform encephalopathy (BSE) in 1984, the 
UK government introduced a set of measures to contain the spread of BSE, reassuring the public that 
it was safe to eat its beef products. However in 1996, it was announced that the disease may infect 
humans. This study aims to examine how the UK newspaper media reported BSE-related issues over time,
 and discuss possible utility of media content analysis.
Newspaper articles reflected the social importance of British industries, and are indicative of the 
media’s (and public) appraisal of existing policies. Through calm and constructive reporting style,
 UK newspapers did not hype up BSE as a single health issue, but treated it more from a balanced 
viewpoint considering different policy areas. Examination of health risks as reported in mass media 
would facilitate effective and efficient policy making, both domestically and internationally.

研究分野：公衆衛生学、政策科学
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、健康リスクのコミュニケーションにおいて重要な役割を果たすマスメディア報道を分析することによ
り、コミュニケーションの有効性の評価および戦略的管理の可能性を検討した。
　リスクに関連したマスメディア報道の分析は、当該リスクおよびこれへの対応に関連した社会的な関心や利害
を理解するのに役立ち、またメディアに時に先導され、時に反映される社会におけるリスクへの不安や政策に関
する懸念を把握しつつ、社会的合意を図りつつリスクへの戦略的対応を画するのに有用な手段となり得ると考え
られた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

牛海綿状脳症（狂牛病、BSE）が 1984 年に報告されて後、英国政府は BSE 拡大を阻止する

種々の方策を導入すると共に、英国製牛肉（製品）の消費は安全であると人々を安心させた。

しかし、1996 年、この BSE（プリオン病）はヒトに感染する可能性があることが公表された。

また、一連の対策が実施されたにも拘らず、BSE は短期間の内には終息する気配は見られなか

った。これらを背景に、過去および実施中の政府施策は批判にさらされる事となり、さらに英

国と貿易相手国は牛および牛肉製品の交易制限に関する紛争を長年にわたって続けることとな

った。 
 
２．研究の目的 

一般にマスメディアは、その報道を通じて人々の健康リスクへの認識・態度に影響を及ぼし、またこ

れらを反映しながら、政策決定に重要な役割を果たす。本研究は、英国の新聞メディアが BSE に関連

して行った報道を経時的に分析し、メディア報道の内容分析の有する可能性について考察することを

目的とした。 

 
３．研究の方法 

英国における主要日刊新聞の 1985 年から 2008 年の 24 年間の BSE に関連した新聞記事をキーワ

ード検索して収集して、内容に関するコード分類を行った。これら記事の記事数および報道内容に関

する経時的推移と共に、記事内容の各事項（報道内容、政策に関する判断・評価、論拠）の相互関係

を分析した。 

記事収集対象とした新聞は、一般紙 3 紙（the Daily Telegraph, The Guardian, and the Times）と大衆

紙 2 紙（The Sun, and the Daily Mirror）の 5 紙とした。新聞記事の電子アーカイブよりキーワード検索に

より 24 年間の記事を収集し、先ずこれらの各月の記事数を算出した。さらに、BSE に関する主要な出

来事（問題の発生、政策の導入など）のあった月（前後を含む）を 7 期間 （合計 17 ヶ月）選定し、この

期間の全記事について内容についてのコード化を行った。 

記事のコード化は、以下の事項について行った。記事が（報道あるいは議論において）扱う対象国

（英国、英国以外の EU 加盟国、その他）、報道内容（ヒトあるいは動物における BSE 発生、BSE の生

物学・医学的側面、農産業を除き食品業界を含む商業関連、農産業関連、貿易関連）、記事に現れた

政策評価・価値判断（より強固な国内施策を求める論調、国内施策の縮小が望ましいとする論調、国

内施策に関しての方向性無；より強固な国外での施策を求める論調、より緩やかな国外での施策を求

める論調、国外での施策に関する判断の方向性無）、政策議論の論拠（健康問題、商業・貿易問題、

複次的・対立的な利益のバランス、リスクの受容）の各事項である。 

なお、これらに関するコード化は、予備的なコード化および訓練後に 2 名のコーダーが行い、コード

結果の一致についてアルファ係数の算出により評価した。 

報道記事数の推移については、月次総数を全期間にわたって、またコーディング時期についてプロ

ットして推移を検討した。また、記事内容については有意差の検定を行った。さらに、政策評価（国内・

国外での政策をより強固・緩慢にする方が望ましい）と政策議論の根拠との関連を見るために、前者を

目的変数、後者の各項目を説明変数とした多項ロジットモデル（multi-nominal logistic model analysis）

による解析を行った。 

 
４．研究成果 

今回の調査対象期間においては、BSE 関連記事数は第 2 期（BSE のヒトへの感染リスク発見報道）

および第 6 期（BSE 対策調査委員会報告）に増加の山が見られた（図１）。コーディングを行った期間



の中では、第 2，3，6 期に比較的多くの報道記事が存在した。 

報道記事の対象国の大多数（95%以上）は、英国（国内での出来事）に関する記事であった。英国

産の畜牛および牛肉製品に対する輸出制限の始まった第 2、3 期においては、英国外の EU 加盟国に

関する報道記事が増加していた。特に、EU による英国産牛肉製品の禁輸措置の取られた第 3 期には

60%以上が英国外 EU 加盟国に関する記事であった（図 2）。

図 1 BSE 関連記事数の推移 
（調査対象全期間）  

 

 

 
 
 

図 2 報道記事の地理的フォーカス推移 

 

 

報道内容（ヒトあるいは動物における BSE 発生、BSE の生物学・医学的側面、農産業を除き食品業

界を含む商業関連、農産業関連、貿易関連）を見ると、全期間を通じて農産業関係の記事が最多

（50-75%）であり、貿易関係がそれに次いでいた（35-45%）。 

BSE の発生および BSE の生物学・医学的側面に関する記事は、主として第 1 期に多く現れていた

が、両者ともにその後は著明に減少した（第 3 期には約 5%を占めるのみであった）。BSE の発生に関

する記事は、その後の第 6、7 期に増加（30-35%）していたが、生物学・医学的側面の記事は増加せず、

ほとんど見られなかった。他方、商業関連の記事は第 1 期には貿易関連と並んで多く見られた（45%）

が、その後は第 6 期まで 20％前後まで減少していた。しかし、第 7 期には再び増加していた（図 3）。 

図 3 報道記事におけるトピックの推移 

 

 

図 4 報道記事に表れた政策評価の推移 
図 5 政策評価の論拠とされた事項の推移 

 

記事に現れた政策評価・価値判断は、より緩やかな規制（政策）を望む議論が全期間を通じ大部分

を占めていた（図 4）。国内政策に関しての評価に関しては、第 1 期から第 4 期にかけて、より緩やかな



政策を望む記事とより強固な政策を望む記事の双方が増加していた（初期の記事の多くには政策評

価は表れていない）。その後はより緩やかな政策を論じている記事が大勢を占めた。より強固な政策を

望ましいとする記事が目立ったのは、畜牛追跡システム（cattle tracking system was launched）が導入さ

れた第 4 期のみである。 

新聞記事における国内政策に関する評価・判断の論拠としては、政策のバランスおよびリスク受容

が多く、健康・公衆衛生的観点と経済的観点がそれらに次いでいた。健康と経済の 2 者では、英国産

牛肉製品の輸出制限の始まった第 3 期を除いて、前者の健康（個人の健康、公衆衛生上の懸念）が

後者（経済的な損失）を上回っていた。政策バランスを論拠とする記事は、食品安全庁（Food 

Standards Agency）が設置された第 5 期には比較的に少数であった（図 5）。 

多項ロジットモデルによる解析では、健康を論拠とした議論はより強固な政策と、経済を論拠とした

議論はより緩やかな政策と有意に関連していた。また政策バランスを論拠とする記事は、強固な政策、

緩徐な政策の双方と負の有意な関連を有していた（すなわち、政策の方向性について判断・主張しな

い）。リスク受容を論拠とした記事も同様の傾向を有していたが、統計的有意な関連は示さなかった。 

考察： 新聞報道記事は、BSE に関連する主要な出来事が起こる毎に著明に増加していた。長引く

BSE の発生、新たなヒトへのリスクの発見、さらには EU による英国産牛肉製品の禁輸措置などの経済

的損失など、英国政府は多くの批判の対象となったものの、その都度、新たな施策の導入、さらには自

身のとった政策の評価・総括を実施し、農水産省の解体、食品基準庁の創設など組織改革を行った。 

調査対象期間を通じて、農業および貿易が英国における BSE 報道の主要事項であり、通商と BSE

発生がそれに次いでいた。これらによれば、畜牛およびヒトにおけるBSEの発生あるいはリスクは、これ

ら自体の重要性に留まらず社会への波及効果、さらに対策が有する直接的また副次的影響が主要な

報道内容であり、BSE は社会的に増幅されたリスク（social amplification of [health] risks）としての側面

が大きいことが分かる。これは、新聞報道記事数の推移が、BSE の発生状況の推移と比較しても明ら

かであった。 

全体を通して、新聞記事の中には、緩徐な政策を論じた記事が強固な政策を指向したものよりも多

い。中でも、海外における政策に関する評価は、第 4 期以後に緩徐な政策を望む論調が増加し、より

強固な政策の導入を論ずる記事はほとんど存在しない。これは、英国における BSE 対策の導入が、時

に批判を受けながらも、メディア・社会の期待よりも先んじて（プロアクティブに）取られたことの反映かも

知れない。特に第7 期において、ソーセージに関連したBSEリスクが発見された時、これを政府の無策

として論ずることなく、個人の理性的行動、政府の合理的対応を冷静に論じているのは印象的である。 

新聞報道における主要トピックは、それらの社会的重要性を反映性していると考えられる。また、政

策判断は、何らかの価値選択を前提として意図的・人為的に行われるため、その判断が議論・評価の

対象となり易いと思われるが、英国では畜産業およびこれに関連した経済活動の社会的重要性が大き

いため、農業・貿易が大きく扱われ、経済的観点も持続的に報道され論じられて来た。一方、政策に

ついて何らかの評価を論じている記事は、多様な政策目的のバランス、また健康リスクの合理的受容

を論拠とするものも多い。これは、英国の新聞メディアが、特定の価値に偏らず（健康・公衆衛生保持

を指向した、あるいは経済的価値の保護・実現を指向したシングル・イシューアドボカシーを避けて）、

またトピック的な煽情的な報道（ハイプ）も行っていなかったことを示唆している可能性がある。このよう

にして、読者に冷静な議論や合理的な判断を促す姿勢・社会的機能を有していたと推察される。 

結論：英国における BSE の発生は、長期間にわたって大きな社会的関心の対象となった。新聞報

道は、英国における BSE の社会的重要性・関心に対応した内容と考えられる一方、社会の多元的価

値を考慮した報道・議論、政策のバランスや合理的リスク受容を指向した政策議論により特徴づけられ

た。翻って、新聞報道に表れる社会的関心や政策の論点をモニターすることを通じて、重要な社会的



観点・価値、議論の在り方を整理し、健康を含む多元的な価値の実現を目指す議論を推進することの

可能性が期待された。 
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